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地域の福祉・介護ニーズを捉えて、

様々な業態でサービスを展開し、事

業を拡大 

 

社会福祉法人ふれあいは、平成 22 年 2 月に

設立されましたが、その母体となった株式会社

ふれあいは、通所介護、短期入所生活介護、訪

問介護、グループホーム、居宅介護支援事業な

どを核とする「ケアセンターふれあいの里」を

平成 17 年に立ち上げ、地域に密着した介護サ

ービスを提供してきました。 

その後、介護を必要とする高齢者の在宅生活

での医療的ケアのニーズに応えるため、訪問看

護ステーションふれあい（株）を立ち上げ、ま

た、一人暮らしの高齢者が増え、その見守りと

食事提供のニーズに応えるため、株式会社ふれ

あいで生活支援事業（宅配弁当）を新たに展開

する等、地域の医療・介護ニーズを捉えて、様々

な事業を展開してきました。 

 

 

 

こうした流れの中、地域密着型介護老人福祉

施設の立ち上げに合わせて設立されたのが、社

会福祉法人ふれあいです。 

“「老いを共に楽しむ」地域社会を目指し、

ふれあいの和で実現をお手伝いし、社会に貢献

します。”を法人理念に掲げ、この理念を実現

するために、スタッフには夢を持ち、その夢を

叶えて欲しいとの願いで事業を開始しました。 

しかしながら、社会福祉法人ふれあいの立ち

上げからしばらくは、離職率が 30～40％と高

い状態が続き、3 年で職員の殆どが入れ替わる

ような状態が続きました。 

 

職員の不安の声に応え、キャリアパ

スと評価制度を導入 
 

関連法人の株式会社ふれあいでは、事業開始

後、「何年働いても自分の将来が見えない」、「結

婚を機に退職します」、「夢が持てません」、「一

事例⑦ 社会福祉法人ふれあい 

（みなみみのわふれあいの里） 

地域のニーズを捉えて地域に密

着したサービス展開を支える人材
育成に取り組む 

社会福祉法人ふれあいは、平成 22年 2月

に設立された新しい法人で、上伊那郡南箕輪

村で、地域密着型介護老人福祉施設、小規模

多機能型居宅介護事業所などの事業を展開し

ています。 

近隣に関連法人が複数あり、それぞれ地域

のニーズに合わせて、種類の違うサービスを

連携を図りながら展開しています。 

職員数が徐々に増えるにつれ、職員からの

「将来への不安」に関する声が高まり、それ

に応える形で、キャリアパス・評価制度の導

入・運用を図ってきました。こうした取組に

より、近年では離職率が改善しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 社会福祉法人ふれあい 

（みなみみのわふれあいの里） 

設立 平成 22 年 2 月 

所在地 上伊那郡南箕輪村 1634-349 

事業 地域密着型介護老人福祉施設 

小規模多機能型居宅介護事業所 

サービス付き高齢者向け住宅 

従業員数 40 名 

（関連法人を含めると 100 名） 
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体、どうなったら一人前になれるのか」といっ

た職員の声をきっかけに、こうした不安の声に

応えるため、社内でキャリアパスや人材育成の

検討を行い、必ずしも経験年数が本人の能力を

担保するものではないとの結論から、それまで

の、経験年数を職能給として反映する就業規則

から、勤続年数だけでなくその能力を基本給に

反映する形の就業規則に改め、業務評価シート

を用いて職能給を評価する方法を平成 20 年に

導入しました。 

導入に際しては、NPO 法人長野県宅幼老所・

グループホーム連絡会から情報や資料提供を

受け、これを参考に法人の実態に合わせて作成

しました。 

業務評価は賞与のタイミングと連動し、年 2

回の評価を行っていますが、毎年、少しずつ見

直しながら運用しています。 

社会福祉法人ふれあいでは、先行して導入さ

れた株式会社ふれあいの制度を踏まえ、設立の

しばらく後に、業務評価シートによる評価を取

り入れ始めました。（図表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず職員が自己評価を行い、その後、上司に

よる評価を行った後、上司との面接が行われま

すが、この面接は職員と上司が膝を突き合わせ

て、じっくりと話し合う貴重な機会となってお

り、法人が求める姿に対して自分の出来ている

こと、課題を明確にすることと、自分自身が気

付いていない自分の出来ている点を知っても

らうことを業務評価シートへの記入と面接を

通じての目標としています。（図表２、図表３）

職務を遂行する能力が職能給として評価され、

自分が頑張って取り組んだ分、給与等に反映さ

れることで、モチベーションの向上につながる

ことを期待してのものです。 

社会福祉法人ふれあいのキャリアパスは、新

人スタッフの第 1 段階から、管理者（施設長）

の第 6段階まで、6階層で構成されていますが、

それぞれの職層で、必要となってくる「知識・

技術」、「倫理」、「清潔」、「コミュニケーション」、

「ストレス」、「組織として求められる機能」、

「資格取得」が分かりやすく設定されており、

将来のキャリアをイメージしやすい形となっ

ています。（図表４） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表１：自己評価（チェック表）） 
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法人理念の実現に向けた研修・資格

取得への支援 
 

社会福祉法人ふれあいでは、法人理念である、

老いを共に楽しむために、利用者が楽しめる場

を作るためにどうするか、を考えながら人材育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成に取り組んでいます。 

新人職員に対する OJT では、職員一人ひと

りが夢を持ち、それぞれの夢を達成するために

何をすべきかをチームで共有し、個々の取組を

支援し解決能力を高めることで、結果的に利用

者の目標や夢を実現するための解決能力が高

（図表４：社会福祉法人ふれあい キャリアパス・職層） 

（図表２：介護職業務獲得目標（評価）） （図表３：面接シート） 
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まるよう指導しています。OJT はコミュニケ

ーションに注意しながら進め、習熟度により 3

カ月から半年の期間をかけて行っています。 

また、外部研修は、職員が学びたい・資格を

取りたい気持ちを応援するため、希望する研修

に参加できるよう、シフトのやりくりや、有休

休暇を使って研修に参加した場合には公休扱

いとして実質的に休暇日数を減らさないよう

にしたり、受講費用の補助（上限 5 万円）を行

うなどの配慮をしています。また、例えば介護

福祉士資格を取得した場合には、取得月から資

格手当を支給するとともに、交通費や受験費用

の補助（上限 2 万円）を行うなど、努力した結

果が給与等にストレートに反映され、モチベー

ションアップにつながる工夫をしています。 

 また、内部研修についても、感染症予防や救

命救急、介護者体験など、職員の希望を聞きな

がら研修計画を作成し、毎月、法人の全職員が

参加する研修会を開催しています。 

 

近隣の介護事業所との交流を通じて、

職員が相互にレベルアップし、課題

解決に取り組む環境を整備 
 

この他に、近隣の介護事業所との合同研修会

として、5 年前から「新しい介護研修」を開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、介護技術や高齢者の特性などについて、事

業所間で声を掛け合い、共に学ぶ機会を設けて

います。 

また、1 回／2 月の頻度で近隣の介護事業所

との相互交流の機会（勉強会、懇親会など）と

して交流イベント「コア・コミュ会議」を持ち

回りで開催しており、職員同士が横のつながり

を持ち、お互いに困りごとの相談やそれぞれの

事業所の良い点を確認し合える機会も設けて

います。 

それぞれ事業を行う法人としては異なりま

すが、互いに出し惜しみなく情報を提供し合い、

ケアの質の向上や職員の処遇向上、離職防止な

ど、地域の事業者が抱える様々な課題を連携し

て解決することを目指して取り組んでいます。 

この他、法人独自の取組として、管理者階層

の職員には事業運営を考えてもらうために「思

考整理シート」を作成してもらっています。 

これは、管理者自身のやりたいことを事業計画

書にまとめてもらう前段階のものですが、経営

者感覚を身に付けてもらう訓練として行うも

ので、社内ベンチャーを想定し、いずれは地域

のニーズを捉えて新たな福祉・介護事業の立ち

上げにつなげ、将来は経営者として地域に貢献

する事業を積極的に展開してもらうことを期

待してのものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞ 本事例のポイント 
● キャリアパスと評価制度の導入、法人理念の共有等の取組により離職率が改善 

● 地域のニーズを捉えたサービスを積極的に展開。また、近隣事業所と相互に連携し

ながら地域課題の解決に取り組む 

●キャリアパスは、資格と経験を基にしたものから、客観的な「できる」の評価を重視 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご担当者からのひとこと 
社会福祉法人ふれあい 

 副理事長 東 孝雄さん 当法人では、関連法人の取組を参考に、3 年程前か

らキャリアパスと評価制度の導入に取り組み、合

わせて仕事の魅力ややりがい、法人理念や目指す

べき姿を日頃の業務や面接などを通じて、職員と

よく話し合いをして共有するよう取り組んできま

した。離職率も今では 10％以下に改善しました。

これからも地域に必要とされるサービスを提供し

ていきたいと思います。 


